
 

  

2011 年度後期から当㠃 3 ヵ年㛫の予定で標グのㄢ

㢟研究プロジェクトをスタートいたしました㸦担当

理事㸸荒井文昭、武者一弘㸧。すでに会員各位には

お知らせしておりますが、概せは次の㏻りです。 

 

㸯、テーマ 

構㐀改㠉下における自治体の教育政策をめぐる動

向 

―教育政策研究のㄢ㢟と方法をさぐる― 

 つ制改㠉や「地方分権」をはじめとする構㐀改

㠉下において展㛤されている、それぞれの自治体に

おける教育政策をめぐる動向を、㤳㛗・㆟会・教

委・教職員・父母・住民などのㅖアクターの存在と

その教育実㊶への影㡪に注目しながらㄪ査分析し、

その結果を交流していく広場となることを、日本教

育政策学会のㄢ㢟研究としてめざす。 

そして、日本教育政策学会として、教育政策研究

固有のㄢ㢟と方法をめぐる㆟ㄽを㉳こしていく㸦た

とえば、各種教育法つ定の分析㹙日本教育法学会と

の㛵係㹛、あるいは教育法つ定の㐠用動態ㄪ査㹙日

本教育⾜政学会などとの㛵係㹛と教育政策研究の共

㏻点と㐪いなど㸧。 

㸰、ㄪ査方法と期㛫 

地方分権政策下において、紛争をともなう教育政

策㸦例えば、a:学校統廃合/小中一㈏、b:教育委員会

制度のあり方 ex.教育㛗不在自治体、社会教育の㤳

㛗㒊局化、c:各種の学校協㆟会/理事会、d:教科書採

択や自治体固有のカリキュラム導入、e:教育基本条

例づくり、f:子ども若者支援としての教育と福祉の

ᛢ᫆ᄂᆮプロジェクト「ನᡯો᪃下におけるᐯ体の

ᏋሊをめぐるѣӼ―Ꮛሊᄂᆮのᛢ᫆と૾ඥをさぐ

る―」がスタートしました 
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第  1  第 19 巻  第 2 号  2012 年 4 月 10 日  

《2012年度学会大会》 

7月 7(土)8日(日)、東京学芸大学

Ტ東京ᣃ小井市、実行委員ᧈᲴ渋

英章会員Უにて催予定です。 

㐃携政策づくり、g:「協働」による企業や教育㹌

㹎㹍参入など㸧をすすめている特徴的な自治体を

取り上げ、その政策をだれが決めているのかを実

ド的に明らかにしていくㄢ㢟研究を 3 年ィ画です

すめていく。 

a) 当ヱ自治体ごとに、教育政策分析のチー

ム、もしくはコーディネート役を会員に依㢗

していく。 

b) 同時に、自治体㛫研究者のネットワーク形

成をすすめて、学会大会でㄢ㢟研究を㛤催し

ていく。 

c) 各自治体ごとでのㄪ査研究報告会を実施す

ることもめざしていく。 

 

第㸯回のキックオフ㺃ミーティングを兼ねた公㛤

研究会をすでに㛤催いたしました㸦次ページ参

照㸧。ㄢ㢟研究プロジェクトに参加する希望をお

持ちの会員は、下グ㐃絡先までお知らせ下さい。 

 なおㄢ㢟研究の㐍捗につきましては、学会大会

における報告及び年 1 回程度の公㛤研究会を予定

しています。 

【プロジェクト参加についての問い合わせ・㐃絡

先】 

荒井文昭㸦㤳㒔大学東京㸧 

 araif@tmu.ac.jp 研究室 042-677-2084  

武者一弘㸦信州大学㸧 

 k-musha@shinshu-u.ac.jp 研究室 026-238-

4212 
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ᛢ᫆ᄂᆮᇹ 1ׅ公ᄂᆮ会が催されました 

 2012年 3月 17日㸦土曜㸧から 18日㸦日曜㸧

にかけて、明治大学㥴河台校舎を会場にして、

ㄢ㢟研究プロジェクトの公㛤研究会と会㆟がお

こなわれました。17日の公㛤研究会には、他シ

ンポジウムとの㛵係で夜の時㛫帯に変更となっ

てしまったにもかかわらず、企画者側の予想を

㉸えて 30名あまりの方の参加がありました㸦㝔

生や学生の方も」数参加されていました㸧。ま

た、18日の会㆟においてもプロジェクト参加者

同士による情報と問㢟㛵心の交流をおこなうこ

とができました。 

 本ㄢ㢟研究プロジェクトは、テーマとして

「構㐀改㠉下における自治体の教育政策をめぐ

る動向―教育政策研究のㄢ㢟と方法をさぐる

―」をかかげ、構㐀改㠉下において、紛争をと

もなう教育政策をすすめている特徴的な自治体

を取り上げ、その政策をだれが決めているのか

を実ド的に明らかにしていく研究をすすめよう

としています。そして、各自治体の教育政策に

対するㄪ査研究を交流していける場をつくって

いくとともに、教育政策研究固有のㄢ㢟と方法

をめぐる㆟ㄽを㉳こしていくことを㏣求しよう

としています。 

 1日目の公㛤研究会では、中嶋哲彦会員より

「自治体教育政策研究のㄢ㢟と方法―大㜰府・

市における新自由主義的・権威主義的教育政策

の検ウから―」について報告いただき、㆟ㄽを

おこないました。ヲしい報告と㉁疑の内容は別

の機会にㆡりますが、参加者のひとりとして

は、以下の点についてさらに㆟ㄽを深めていき

たいと思いました。 

 「維新の会の教育政策には一㈏性があるとは

ゝえないせ素が存在しているが、その教育政策

は大㜰㒔構想あるいは国政に向けた政策づくり

などとの㛵係から構成されつつあるものであ

る。そもそも維新の会の登場は、国と自治体の

㛵係変容㸦「国家的利益と民⾗的利益の対立、

支㓄層内㒊の対立」㸧がもたらしている必然の

産物としてみるべきものであり、「教育⾜政の

独立性・専㛛性の危機」「教育委員会制度の存

廃」だけにㄪ査研究の焦点が向かってしまって

はその政治的本㉁、経済的社会的基盤に対する

分析が落ちてしまう。維新の会の教育政策を本

㉁的に支えている主体をこそ明らかにすること

が必せなのであり、同時にまた「民⾗的公共性

の基盤としての地域と地方自治」の担い手に対

するㄪ査研究が必せである」、参加者の一人と

してはこのように中嶋会員からのㄢ㢟提㉳を引

き取りました。本ㄢ㢟研究プロジェクトとして

も、紛争をともなう教育政策を実㝿に決めてい

るのはㄡなのかをリアルに明らかにしていくた

めには、何をどのようにㄪ査していくことが必

せなのか、みなさんとともにさらに深めていき

たいと考えています。 

 上グの引き取り方はあくまでも参加者の一人

としてのものであり、報告者の意図をミスリー

ディングしている可能性も多々あります。この

ことも含めて、今後さまざまな㆟ㄽの交わされ

ていく場をつくっていくこともこのㄢ㢟研究プ

ロジェクトの目的です。ヨ⾜㘒ㄗがこれからも
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続くと思われますが、リアルな㆟ㄽが広がる実り多

いプロジェクトにしていきたいと担当者のひとりと

して㢪っております。つぎのプロジェクトのㄢ㢟

は、夏の大会に向けた準備となります。 

 なお、プロジェクトメンバーからの持ち寄り㈨料

や抜き刷りタイトルリストは以下の㏻りでした㸦氏

名㡰㸧。 

・荒井文昭㸦㤳㒔大学東京㸧「教育政策形成におけ

る教育専㛛性と地方自治の㛵係をめぐるㄪ査ㄢ㢟―

教育政治研究のど点から―」㸦日本教育政策学会年

報第 18号掲㍕予定ㄽ文㸧。 

・押田㈗久㸦東京女学㤋大学㠀常勤㸧「自治体教育

改㠉における教育委員会の役割」㸦日本教育政策学

会年報第 18 号掲㍕予定ㄽ文㸧。㸦次ページへ㸧 

㸦前ページより㸧 

・北川㑥一㸦元大手前大学㸧レジュメ「構㐀改㠉下

における堺市を主とする自治体教育政策―研究構

想・メモ―」。 

・佐久㛫正夫㸦琉球大学㸧レジュメ「沖縄県におけ

る教育政策の動向と研究の㛵心・構想など」、「八

㔜山の教科書採択に㛵する問㢟点」。 

・田子健㸦日本女子体育大学㸧レジュメ「研究テー

マ」。 

・坪井由実㸦愛知県立大学㸧「人㛫発㐩の保㞀をめ

ざす教育福祉ガバナンスと教育委員会改㠉に㛵する

理ㄽと実㊶の研究」㸦科研㈝テーマ㸧。 

・永井栄俊㸦立正大学ㅮ師㸧㈨料「入学式、卒業式

等における国旗掲揚及び国歌斉唱について」㸦2012

年 1月 24日、東京㒔教育委員会㸧ほか。 

・廣田健㸦北海㐨教育大学㸧レジュメ「北海㐨に㛵

わる研究㛵心ㄢ㢟」。 

・武者一弘㸦信州大学㸧レジュメ「地方分権政策下

における自治体教育政策研究をめぐるㄢ㢟と方法―

小中学校統廃合をめぐる㛗㔝県内の自治体教育政策

を事例として―」。 

・横井敏㑻㸦北海㐨大学㸧レジュメ「ポスト 55年

体制下の知事㺃教育委員会㛵係―㫽取県片山県政を

中心に―」㸦日本教育政策学会第 17回大会自由研

究発⾲㸧。抜き刷り「分権改㠉下の地方教育⾜政に

おける「民⾗統制」―岐㜧県における知事主導の

「教育改㠉」―」㸦『教育学研究』71巻 2 号㸧。 

・渡㎶真央人㸦北海㐨大学公共政策大学㝔㝔生㸧抜

き刷り「国旗国歌ッゴと教育の地方自治」㸦北海㐨

自治体学会ニュースレター61 号㸧。 

 

文㈐:荒井文昭㸦㤳㒔大学東京㸧 

公㛤研究会

の様子 

【学会年報に㛵するⴭ作権ポリシーについて・本学会の方㔪決定に向けて】 
  

すでに多くの方が日々の研究㺃教育の作業の中で国立情報学研究所学⾡情報ナビゲータ、㏻称 CiNii

㸦サイニィ、http://ci.nii.ac.jp/㸧をㄽ文検索等に活用していることと思います。すでに日本教

育学会『教育学研究』などはバックナンバー所㍕のㄽ文を PDFファイルで直接ダウンロードするこ

とができるようになっていますが、これまでのところ日本教育政策学会年報所収のㄽ文等はⴭ者㺃

ㄽ文タイトルで検索は可能ですが、実㝿にオンラインでㄽ文をㄞみ、印刷できるようにはなってい

ません。 

 本学会の場合、2010年度の大会総会でこの件を㆟ㄽしました。その結果、「刊⾜後、一年㛫を経

㐣したものについては、ⴭ作権者が自由に公㛤のチㅙを与えることができる」ことは、本学会とし

て了承することとなりました㸦版元の八月書㤋も了承済㸧。従って、会員がいわゆる機㛵リポジト

リや自㌟のウェブサイト等に刊⾜後一年を経㐣した本学会年報所㍕の自㌟のㄽ文等を PDFファイル

等で公㛤することは理事会㺃編㞟委員会等のチㅙなしに可能となっていますが、年報全体の公㛤㺃提

供についての結ㄽは保留されたまま今日に至っています。 

 本学会事務局では、他学会の対応を参考にしながら、バックナンバーについてのⴭ作権者の権利

の委ㆡを伴う一括公㛤を基本的な方向として原案を作成し、常任理事会、全国理事会で㆟ㄽし、7

月の大会総会へ提案、2012 年度中の手続き完了を目指したいと考えています。 

 この件についてのご意ぢ、参考にすべき情報などがありましたら、いつでも学会事務局

㸦jasep2009@gmail.com㸧までお知らせ下さい。 

㸦文㈐㸸学会事務局㛗前原健二㸧 
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【会㈝の納入について】 

本ニュースレターには、会㈝納入のお㢪いを

同封いたしております。2011 年度会㈝が未

納の方は、合わせて納入をお㢪いいたしま

す。年会㈝は一般会員 8000 円、学生㝔生会

員 5000円です。 

㒑便振替口座 

口座グ号 㸮㸮㸯㸴㸮㸫㸰㸫㸴㸱㸮㸳㸷㸴 

加入者名 日本教育政策学会 

 
㸺事務局から㸼 

○今号は主に新しいㄢ㢟研究プロジェクト及びそのキック

オフ公㛤研究会の様子をお伝えいたします。任意の学⾡団

体としてのアイデンティティをどのように確立するかとい

うのは様々に㆟ㄽのあるところかと思いますが、研究活動

の推㐍が学会の基本的ミッションであることはㄽを俟ちま

せん。 

○ㄢ㢟研究プロジェクトのひとつの焦点ともなっているの

が大㜰府・市の教育改㠉をめぐる動きです。大㜰に㝈ら

ず、全国各地の地方自治体が教育政策における地域主権を

ダイナミックに⾜使する時代がきているように思われま

す。これは日本だけのヰではなく、グローバル化が叫

ばれる中で㏫に多くの国々でほ察されるローカルな教

育主権を志向した教育政策現㇟とゝってよいように思

われます。研究ㄢ㢟は山積しています。 

○ㄢ㢟研究もさることながら、会員各位の研究成果の

発⾲と交流の場であることもまた学会の不動の存在理

由です。本年度の学会大会は東京学芸大学で㛤催いた

します。多くの会員の参加をお待ちしています。 

䠘学会事務局䠚 

会長 浪本勝年䠄立正大学䠅 

事務局長 前原健二䠄東京学芸大学䠅 

  

䛊事務局所在地䛋 

184-8501 東京都小金井市貫井北町 4-1-1 
東京学芸大学教員㣴成䜹䝸䜻䝳䝷䝮開発研究䝉䞁䝍䞊 

前原健二研究室気付 

電話 042-329-7781  

E-MAIL : jasep2009@gmail.com 

  

㸺学会事務局㸼 

会㛗 三上昭彦㸦明治大学㸧 

事務局㛗 前原健二㸦東京学芸大学㸧 

  

〔事務局所在地〕 

184-8501 東京㒔小㔠井市㈏井北町 4-1-1 

東京学芸大学教員㣴成カリキュラム㛤発研究センター 

前原健二研究室気付 

㟁ヰ 042-329-7781  

E-MAIL : jasep2009@gmail.com 

【常任理事会のグ㘓】 

第 91 回㸦第 7 期 1回㸧 

日時 9月 10日㸦土㸧 

午後 3時から 5 時 30分 

主な㆟㢟 

・研究活動の推㐍及びㄢ㢟研究

について 

・学会ウェブサイト移㌿報告 

・学会 20周年事業について 

・編㞟委員会報告 

・入会申し㎸みの承ㄆ 

第 92 回㸦第 7 期第 2 回㸧 

日時 12月 10日㸦土㸧 

午後 4時から 7 時 

主な㆟㢟 

・次期大会について 

・編㞟委員会報告 

・入会申し㎸みの承ㄆ 

第 93 回㸦第 7 期第 3 回㸧 

日時 3月 17日㸦土㸧 

午後 5時から 6 時 

主な㆟㢟 

・ㄢ㢟研究の推㐍について 

・いわゆるⴭ作権ポリシーにつ

いて 

・2013年度大会㛤催校について 

・編㞟委員会報告 

・入会申し㎸みの承ㄆ 

・会務報告㸦学会名簿刊⾜他㸧 

㸨会場はすべて明治大学㸦㥴河

台校舎㸧研究棟 4㝵第 6会㆟室 

【学会公式ウェブサイト】 
 

http://www.jasep.jp/ 
 

【新入会員㸦2011 年 10月以㝆㸧】 

佐⸨修司㸦秋田大学㸧 

ゅ㇂昌則㸦広島国㝿大学㸧 

渡㎶眞也㸦神奈川県立旭㝠㧗等学校㸧 

㯮木㈗人㸦広島大学大学㝔生㸧 

㧗橋望㸦日本学⾡振興会特別研究員㸧 

㛗嶺宏作㸦日本大学㸧 

㸨2012年 3月末現在の会員数は 203 名です。 

 

【寄㉗図書】 

市川昭午『愛国心』学⾡出版会 

㕥木敏正㺃玉井康之㺃川前あゆみ編ⴭ『住民自治へのコミュニ

ティネットワーク』北樹出版 

浜㔝㝯㺃三㍯千明編ⴭ『発展㏵上国の保育と国㝿協力』東信堂 

【学会名簿正ㄗ⾲】 
先にお㏦りした『学会名簿 2011 年 10 月現在』に

つきまして、作成段㝵のチェックミス及びその後

の異動㐃絡などを反映した正ㄗ⾲を同封いたしま

した。名簿本体に綴じ㎸むなどしてお使い下さ

い。 


